
『サービス提供体制強化加算』について（職員割合の確認方法等） 

 

本加算は、原則として、職員の割合の前年度（１１か月間）実績に応じて算定の可否が 

判断されることから、毎年３月に該当年度の職員の割合を計算・確認する必要があります。 

つきましては、下記にご留意のうえ、必要に応じて所定の届出を行ってください。 

 

【職員割合の確認による届出の有無】 

１ 令和４年度においてサービス提供体制強化加算を算定している場合 

（令和５年３月１日時点）事業所の状況 確認の結果 

令和４年度の 

運営実績 

職員割合の確認方法 

（常勤換算方法による算出） 

算定要件 

（職員割合） 
体制届の要否 

① 運営実績が６

か月に満た

ない場合 

届出日に属する月の前３か月

（Ｒ４.１２月～Ｒ５.２月） 

満たさない 

→算定不可 

加算「なし」の旨、

届出必要 

満たす 

→引き続き算定可 

不要 

※算定区分変更の

場合はその旨、届

出が必要 

② 運営実績が６

か月以上の

場合 

前年度実績 

（Ｒ４.４月～Ｒ５.２月までの１１

か月間の平均） 

満たさない 

→算定不可 

加算「なし」の旨、

届出が必要 

満たす 

→引き続き算定可 

不要 

※算定区分変更の

場合はその旨、届

出が必要 

 

<加算の算定方法> 

・サービス提供体制強化加算における所定の職員割合など算定要件については、サービス種類

により異なりますので、各サービスの算定基準をよく確認したうえで、算定する必要がありま

す。 

・必要書類を添付したうえで、体制等届出書を所定の期日までに提出する必要があります。（様

式等は、市ホームページに掲載しています。） 

 

<職員割合についての留意事項> 

①の場合（直近３か月の実績）により算定するとき 

→届出を行った月以降においても、直近３か月の職員割合につき、毎月継続的に所定の割合

を維持しなければならず、その割合について毎月記録し、所定の割合を下回った場合は、直ち

に体制届（加算「なし」の旨）の提出が必要となります。 

 

②の場合（前年度実績）により算出するとき 

→前年度実績（１１か月間の平均）が所定の割合以上の場合、翌年度を通して算定することがで

きます。 



２ 令和５年度４月から新たに加算を算定する場合 

（令和５年３月１日時点）事業所の状況 確認の結果 

令和４年度の 

運営実績 

職員割合の確認方法 

（常勤換算方法による算出） 

算定要件 

（職員割合） 
体制届の要否 

① 運営実績が６

か月に満た

ない場合 

届出日に属する月の前３か月

（Ｒ４.１２月～Ｒ５.２月） 

満たさない 

→算定不可 
不要 

満たす 

→算定可 

加算「該当」の旨、

届出が必要 

② 運営実績が６

か月以上の

場合 

前年度実績 

（Ｒ４.４月～Ｒ５.２月までの１１

か月間の平均） 

満たさない 

→算定不可 
不要 

満たす 

→算定可 

加算「該当」の旨、

届出が必要 

 

<新たに加算を算定しようとする場合の留意事項> 

・新規で事業を開始した（又は再開した）事業所については、前３か月の実績が必要になること

から、開設後（又は再開後）４か月目から加算の届出が可能となります（算定開始は５か月目以

降）。 

 

※ その他、算定方法や留意事項は前ページのとおりです。 

 

 

 

【届出に関する担当：お問い合わせ先】 

福島市役所 健康福祉部 福祉監査課 

（市役所５階）電話 024-597-6468（直通） 

 


